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Abstract: After the Fukushima Daiichi accident of nuclear reactor plant occurred at 11 March 2011, the
information about the accident are collected on the Web, and participated in various symposium and meetings
of lectures. The considered point is helped in the relation to this accident. As the result, the term of ``Uncer-
tainty'' that has multiple meanings about this accident was discovered. The purpose of this paper is to
research the concepts of `Uncertainty' used in previous papers about risk analysis and to ˆnd the idea for im-
provement of `Trans Science'. This research is comprehensively reviewed previous papers and articles col-
lected about this accident and analyze for the classiˆcation of uncertainty. The ˆnal purpose of this paper is to
consider merits and develop the presentation tool which is easier to understand.
Key Words: Trans Science, Uncertainty analysis, Risk analysis, The Fukushima Daiichi accident of
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. 諸 言
東日本大震災による福島第一原発事故以降，Web 上で情報収集をしたり，いろいろなシンポジウムや
講演会に参加したりして，情報処理技術を使って何か役に立てないだろうかと考えてきた。そして調査の
結果，事故およびそれに続く深刻な放射能汚染や健康被害について，一般市民に不安と不信が生じたこと
が解ってきた。
元々，一般市民は放射能のみならず科学全般に対して，理解することに興味が薄れる傾向にあった。よ
って，幾度か重要な事故があったにも関わらず，エネルギー資源を原発に頼る事を専門家の意見を鵜呑み
にして受け入れていた。これらは，政府の国民意識調査や各研究機関の長年の調査をみても明らかであ
る。そんな，状況で想定外の事故を目の当たりにして一般市民が強い不安を抱くのは当然のことである。
そして，国民全体がこの問題に非常に強い関心を示したことも当然と言える。
だが，その後の報道やシンポジウムおよび Web での内容をみる限り，専門家や政策責任者ですら今回
の事故の可能性やその被害について科学的に明確に判断していなかったのではないかという疑惑が生じる
こととなった。そして日本の科学者および学界の中に，「自分たちがこれらの問題に適切な判断を下し，
十分な情報提供を行い，社会的責任を果たしてきたと言えるであろうか」と言う内部批判も噴出した。そ
してさらに「原子力発電にともなうさまざまなリスクは，科学によって問うことはできるが，科学だけで
は答えを出すことができない，いわゆる『トランス・サイエンス』の領域にあるのではないか。」との意
見も多く見られた。また，この領域の問題は科学者および技術者などの関係者の意見がその問題の「不確
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実性」により統一できないという意見も多くあり，この『トランス・サイエンス』の領域を解明するキー
ワードは「不確実性」であると思われた。
事故後，放射能や原発についての多くの情報が多くのメディアを使って提供されたにも関わらず，政府
や専門家への不信や原発への一般市民の不安は解消されていない。政府は，一般市民の理解を得るため
に，より一層の情報公開と，専門知識を一般市民に教育する教員の育成を掲げている。だが，この『トラ
ンス・サイエンス』の領域を理解しなければ，育成した教員たちも不安を完全に断ち切ることはできない
のではないだろうか。そのために，『トランス・サイエンス』の領域の情報をより理解しやすいプレゼン
テーションツールの開発が必要ではないかと考えている。そこで，まず，今回の事故に関してどのような
問題があり，そのことにどう対処できるかを考察した。
. 問 題 の 背 景
. 国民の意識
科学技術政策研究所では，2011年 7 月に訪問面接方式による科学技術に関する意識調査を実施してい
る(1)。その内容で今回の分析に関連した質問とその結果をまとめた形で以下に列挙した。
「あなたは，科学技術についてのニュースや話題に関心がありますか。」
1,010人中 76.4が「ある」と回答。
「あなたは，科学者の話は信頼できると思いますか。」
1,010人中 72.0が「できる」と回答
「あなたは，技術者の話は信頼できると思いますか。」
1010人中 80.2が「できる」と回答
「福島第 1 原子力発電所の事故に対する不安。」
1010人中 87.1が「不安である」と回答
「福島第 1 原子力発電所の事故に対する不安要因」
1 位 80.9 放射能・放射性物質による身体への影響が分からないこと
2 位 66.4 事故がいつ収束するのか分からないこと
3 位 61.6 同じような事故がまた起きるのではないかということ
4 位 61.5 事故の情報が十分得られていないこと
「原発の事故に関し，科学者・学会等による意見表明が行われていると思うか」
1010人中 21.1が「行われている」と回答
「原発の事故に関し，科学者・学会等による意見表明を聞いてみたいと思うか」
1010人中 64.5が「思う」と回答
「科学者等からの情報発信の適切な方法」
1 位 86.0 テレビやラジオなどの番組に出演して説明する
2 位 57.9 新聞に投稿したり，取材を受けて新聞紙上で説明する
3 位 40.3 インターネットを利用して情報を発信する
※科学者への信頼度は，震災以前はもっと高かった。また，最新の調査では信頼度はさらに下がってい
る(2)。
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. インターネットでのサービス重要性
以下に示す NHK 放送文化研究所の「IT 時代の生活時間・2006」調査で分かるように，仕事や日常生
活でインターネットを利用する時間は確実に増加している。現在のところ，メディアとしての依存度は 3
割前後という数値に留まるが，10代から60代までのあらゆる階層に配付回収法で調査した結果であるか
ら少ないとは言えない。また，過去のデータと比較して増加の傾向にあると分析されている(3)。
また，科学技術政策研究所の調査でも上記のようにインターネットでの情報公開を望む声は 4 割を超
えている。
 歴史的にみた不確実性
不確実性についての研究は古い，人類が将来の状態に対する不確実な事態を分析可能であると考えるよ
うになる以前は，「人類がこの境界を見出す以前には，未来は過去の鏡であり，漠然とした神のお告げと
か予期しうる事態について独占的に知識を有する占い師が闊歩する領域だった。」ピーター・バーンスタ
イン 青山 護訳の「リスク 神々への反逆」より(4)。
将来の状態に対する不確実性を分析するには，確率論的な解釈が必要である。そのようなことが可能に
なるのは，数学者のブレーズ・パスカルとピエール・ド・フェルマによる，「未確定なゲームにおける賭
け金の分配」の解答が発端であるというのは有名な話である。その「未確定なゲーム」とは，「二人のプ
レーヤが偶然のゲームを戦っており，一方のプレーヤが先行して勝っているにもかかわらず，このゲーム
を終了するとすれば賭け金をどのように分配するべきか」という内容である。
不確実であった未来を，確率論的に扱えるようになり，人類はそれをリスクとしてマネジメントするこ
とができるようになった。
以下の文は，ビジネス分野および情報処理技術者のあいだで一般的に用いられているリスクの定義であ
る。
「プロジェクト・リスクマネジメントは〈不確実性〉から発生する事象をリスクとして扱います。『まだ
起こっていないが，起こるかもしれない不確実なこと』がリスクで，事象として顕在化したものはリスク
と呼びません。それは『問題点』であり，プロバビリティー（不確実なことが起こる可能性のある確率）
とインパクト（起こったときの影響度）を考えることを意味します。リスクの大きさは〈プロバビリティー〉
と〈インパクト〉の掛け算から得られた面積とも考えられるため，その面積の大きいものから優先順位を
付け，早め早めに手を打っていくのが，科学的なリスクマネジメントのアプローチとなります。」「リスク
（不確実性）のマネジメントIBM」provision/no44(5)より
このように，不確実性は，リスクという言葉でビジネスの分野では扱われている。また，リスクの語源
は，ラテン語の risicare で，「勇気をもって試みる」ことを意味する。そして英語の risk の動詞も同じ意
味をもつ。ここに，人間の「不確実性」への思いが込められていると言える。
しかし，「不確実性」には，リスク以上に不確実な領域があり，その不確実性の定義の原型となると考
えられているのが，以下の Knight の分類である。
「不確実性という概念は，リスクという通例用語とは抜本的に異なるものだと捉えなければならない。
だが，従前においては，リスクと不確実性とを正しく区別して議論することがなかった。《リスク》とい
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う用語は，人々の日常会話や経済学の議論の中で気楽に用いられているが，（少なくても機能面に関して，
つまり経済組織の諸現象間の因果関係にどう関係するかという点に関して）実際には全く別々の概念なの
である…。
事実の核心を率直に述べるならば，《リスク》とは測定可能な数量を意味すると通常考えられるもので
あるが，ただこういう意味付けを嫌う場合もありうる。この中のどちらの解釈が正しいかに依存して，因
果関係の様相は全く異なる性格を具備することになる。…後に明らかにするように，測定可能な不確実
性，すなわち本来の《リスク》なるものは，測定不能な不確実性とは性質が根本的に違っており，不確実
性の名前に値しないものである。従って以下においては，《不確実性》なる用語は，数量化できないタイ
プに限定使用したいと思う。」「リスクと不確実性の概念を中心として―Center for Risk Research Faculty
of Economics 酒井泰弘 滋賀大学経済学部附属リスク研究センター｣(6)より引用。
この「真の不確実性」を含む意思決定の概念が，それぞれの専門分野を超えて活用できる概念として確
定していないことが以下の論文で報告されている。
 不確実性における先行論文
「リスクアナリシスで使用される『不確実性』概念の再整理｣(7)山口治子 京都大学大学院農学研究科
（Graduate School of Agriculture, Kyoto University）から以下引用する。
「リスクアナリシスは，リスクベースの政策手段となるように期待され，生物学，環境科学，工学，社
会学，経済学などの多分野にわたる科学的知見を統合し，これらの科学と政策とを繋ぎ合わせる道具とし
て開発されてきている。…しかし，リスクアナリシスが一般的な政策手段になるためには，科学的アウト
プットや決定に伴う不確実性への対応という課題がある。例えば，リスク算定に使用したデータやモデル
の不確実性をどのように扱えば良いのか，または，不確実な科学的知見に基づいて，どのように意思決定
を行えばよいのかという課題である。」(7)
「多分野が関与するリスクアナリシスに伴う不確実性分析を行うために，分野間での統一した不確実性
の枠組みを構築しようと，1990年から2000年初頭にかけて自然科学だけでなく社会科学に至る多くの学
術研究において，不確実性概念の分類が試みられている（Morgan and Henrion, 1990; Funtowicz and
Ravetz, 1990; Wynne, 1992; Rowe, 1994; vanAsselt, 2000; Stirling, 2003; IRGC, 2005; Krupnick et al.,
2006）。しかし，リスク概念の定義に学問的『方言』があるとされている以上に，不確実性概念の定義や
分類は学問分野，また研究者によって異なっており，未だにリスクアナリシスで利用可能な統一した不確
実性概念の定義や見識はない。これは，不確実性という用語が幅広い概念を持っており，使用する分野や
文脈によって，多義にわたる意味を含んでいるためである。…不確実性分析を目的とする研究者は，これ
らの様々な意味を含む不確実性を特定するために，各自の分析目的（どの不確実性を明らかにしたいのか）
に応じ，不確実性概念を分類する次元を定義している。」(7)
この論文では，多くの分野の不確実性の分類が取り上げられており，Knight 以降の12人の不確実性の
分類が年代順に整理されて，また，その相関図も掲載されている。そして，不確実性概念の 5 つの「見
地」と12の「次元」を整理し，それぞれの「意味」を定義している。この，山口氏の不確実性の定義を
この研究においても基本的な定義として採用したいと考えている。
この先行論文で整理された「不確実性」の分類および分析の手法を用いて，福島の原発事故の「不確実
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性」の分析を行うこととする。
. 福島の原発事故の「不確実性」の分析
. ミリシーベルト以下の放射線の安全性について
 専門家の意見の食い違い
例えば，2012年 2 月19日の『東京大学大学院 理工農医 4 研究科合同 公開講座「放射線を知る」』の
シンポジウムに私も参加し，会場一杯の聴衆と共に話を聞いた。この公開講座は，福島原子力発電所の事
故発生後，最も早く組織的に現地での調査を行った研究グループによる発表であり，誰もが納得する権威
者の結論でもあった(9)。その内容はほとんどの人にとても分かり易く，科学的で論理的な講演で，聴衆の
反応も大変良いものだった。特に，国際放射線防護委員会（ICRP)(10)および欧州放射線リスク委員会
（European Committee on Radiation Risk, ECRR)(11)の勧告により 1 ミリシーベルトという安全基準があ
りそのレベル以下の放射線は統計的にいって安全であるという解説は大勢の人が納得したと私には思え
た。しかし，福島大学原発災害支援フォーラムFGF による2011年 6 月 6 日の「福島県知事への要望
書｣(12)や2011年 7 月 3 日の「全県民を対象とした放射線影響に関する健康管理調査についての緊急声
明｣(13)においてその 1 ミリシーベルト以下の低線量の被ばくへの配慮を訴える文書にある危険性への疑問
を払拭するものではなかった。何故なら，この文書の作成者も同様に科学の専門家であり，その内容には
明解な説得力があった。このように，専門家の間でも「1 ミリシーベルト以下の放射線の安全性について」
の意見は分かれている。
 ｢1 ミリシーベルト以下の放射線の安全性について」
◯ 単位「シーベルト」が持っている「不確実性」
以下は「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料｣(14)の中のドキュメントや Q&A からの抜
粋である。
「
影響の大きさは確率的影響であるがんと遺伝性影響についてだけ考えています。
放射線の種類ごとに影響の大きさを重み付けする係数を放射線加重係数といいます。
各臓器や器官によって放射線による影響の受けやすさが違います。個々の臓器・器官への影響の大きさ
を重み付けする係数を組織加重係数といいます。
内部被ばくの場合には，放射性物質が体内に取り込まれてから排出されるまで放射線を受け続けますの
で，体内に取り込んだときから一生の間に受ける線量として考えます。これは預託線量と呼ばれ，単位
は同じくシーベルト（Sv）です。
サーベイメータの読み値にもシーベルトが使われていますが，これは防護量のシーベルトの近似値とし
て使われる実用量です。
」
この様に，シーベルトは，健康全般を評価した数値ではない。また，広島・長崎の被爆者の調査から，
放射線による「遺伝性影響」は観測されていないから，ほとんどが「がん」の発生率との関わりから考え
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られた放射線量なのである。そして，線量とがんの発生率を関連付けるのに係数が用いられるが。その数
値は，研究の途中であり現在も値が修正されている。
また，がんのメカニズムは完全には解明されていないので，広島・長崎の強力な外部からの被ばくにつ
いては明らかな関係が認識されているが。内部被ばくのように低線量でも常に被ばくする場合について
は，極端なはなしをすると十分な時間がたって，福島の被爆者のがんの発生率で有意な統計データが確認
されなければ，実際の物理的測定値との関連は言明できない。
つまり，シーベルトの意味は明確であるが，それと物理的な測定値の関係に不明な点がある以上，シー
ベルトの絶対的な数値の測定は不可能なのである。また，それは「がん」についての数値であり，すべて
においての安全性をしめしているわけではない。
◯ 1 ミリシーベルトの閾値の不確実性
「米国放射線防護・測定審議会名誉会長，放影研非常勤理事 Warren K Sinclair
米国放射線防護・測定審議会（NCRP）の年次総会で行われた第17回 Lauriston S Taylor 記念講演
（1993年 4 月 7 日）の要約｣(15)以下に一部を引用。
「今回の講演では，放射線に起因するがんについて現在得られているリスク推定値の不確実性に特に焦
点を当てる。がんリスクは，低線量の放射線被ばくによる健康阻害の最大の要素であり，国際放射線防護
委員会（ICRP）と NCRP は，1 シーベルト当たりのリスクをすべての年齢で平均 5，成人就労者で 4
と推定している。これらの数値は，高線量率に被ばくした原爆被爆者に関する放影研寿命調査（LSS）
データから，ICRP と NCRP が選んだ線量・線量率有効係数（DDREF) 2 を用いて得られた。」
上記のように，ICRP は 1 ミリシーベルトの閾値をがんの発生率から求めており，その数値は「高線量
率に被ばくした原爆被爆者に関する放影研寿命調査（LSS）データ」からのもので，今回の福島原発事故
のような低線量のものについては多くの不確実性がのこっていると認めている。
この 1 ミリシーベルト以下の低線量の被曝の安全性に関して疑問を呈する具体的事象は多く存在する。
例えば，昭和54（行ウ）6 原子炉設置許可処分取消請求事件の判決文(16)（柏崎・刈羽原子力発電所の
原子炉設置許可処分を取り消すを請求。）や，スリーマイル・アイランド事故後のベル研究所に勤務する
社会心理学者が独自に行った100家庭の433人の症例の調査結果(17)。
このように放射線の安全性について意見が分かれるのは，主な症状である「がん」の原因の特定が困難
である事が言える。また，ある患者の「がん」と放射線の関連が分かったとしても，低線量の放射線は我
々の日常にも存在しているので，その放射線が福島第一原発事故由来のものであると特定することは困難
である。それでは，事故によって生活に変化がないかと言えば，それは断言できない。
これらのことから，「1 ミリシーベルト以下の放射線の安全性について」の問題は，低線量の放射線が
健康に害をなす可能性は認めながらも，それらの因果関係や症状の起こる確率を明確にできないので，
Knight の「真の不確実性」を帯びていると考えられる。
これは，山口氏の不確実性の定義の「曖昧性」にあたると考えられる。以下にその意味の解説を引用す
る。
「『曖昧性』は，知見の状態を示す文脈では，ダメージの因果関係，その生起確率に関する確率分布が共
に曖昧であることを意味する（Einhorn and Hogarth, 1985竹村ら 2004）。IRGC (2006）による区分で
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使用される『曖昧性』は，解釈や慣習による個人間の不一致を意味している。」(7)
また，おかれた立場，または価値観の相違も不確実性を起こす要因と考えられる。これは，山口氏の不
確実性の定義の「不一致」にあたると考えられる。以下にその意味の解説を引用する。
「『不一致』の見地は，個人内の予測の違いと個人間の予測の違いを次元に持つ。個人の予測は，時空間
的な違い，目的，価値観が変化すれば変わる。これを個別的不確実性と呼ぶ。また，複数の予測者が同じ
事象を予測する場合も，その予測の結果は変わる。これを社会的不確実性と呼ぶ。この見地は，不一致が
大きい場合，その不一致の箇所を特定するための見地として役に立つ。」(7)
. 原子力発電所の安全性について
 トランス・サイエンスであるという専門家の指摘
2012年 5 月 1 日に日本学術会議哲学委員会主催の公開シンポジウム「原発災害をめぐる科学者の社会
的責任――科学と科学を超えるもの」が開催された。構成は哲学者を中心として，基礎科学や社会科学の
専門家が集まるというものになっていた。まさに，多分野の学術的な専門家のシンポジウムである。そこ
で開会挨拶を行った哲学者である野家啓一氏が披露した提言が「日本の科学者・学界は，これらの問題に
適切な判断を下し，十分な情報提供を行い，社会的責任を果たしてきたと言えるであろうか。そもそも関
連する諸科学は，原子力発電にともなうさまざまなリスクを，あらかじめ適切に評価・予測し，十全な対
策を提示することが可能なのだろうか。科学によって問うことはできるが，科学だけでは答えを出すこと
ができない，いわゆる「トランス・サイエンス」の領域が急速に拡大し，複雑化しているのが，現代の最
先端の知が直面している大きな課題である。」(18)という内容で，それはパンフレットでも紹介されていた。
この「トランス・サイエンス」という言葉は，Alvin M. Weinberg 氏が自らの論文「Science and
Trans Science｣ 1972年(19)の中で紹介した言葉である。
Weinberg 氏の説は，以下のように巨大で複雑な技術に不確実性が潜むことを指摘している。
「Uncertainty is in a sense inherent in engineering: unless one is willing to build a full-scale prototype, and
test it under the precise conditions which will be encountered in practice, there is always the uncertainty of
extrapolating to new and untried circumstances. ―In this sense such technologies are trans-scientiˆc, or at
least possess transscientiˆc elements. And, indeed, mos. of the examples I use in the remainder of my dis-
cussion are derived from technology, particularly the technology of nuclear reactors.｣(19)
その論拠とは，「On the other hand, the question of whether all the safety rods can ever fail simultane-
ously is trans-scientiˆc. Here the experts disagree, and the question is really unanswerable: though all who
have studied the matter will agree that the probability of failure is extremely small, some will insist that the
event is incredible, others that it is not. This second question, whether the postulated initiating event is
credible, is trans-scientiˆc: experts possessing sound credentials disagree. Here public discussion helps to
remind us that science can say little about the matter and that its resolution requires non-scientiˆc
mechanisms.｣(19)つまり，「原子力発電所の安全性において，同時にすべての安全装置が停止する可能性
は，どの科学者も否定はできないが，実際の設置において，その可能性を考えるべきであるかどうかにつ
いては科学者の中でも意見はわれて結論は出せないという」ことなのである。
このように科学について専門家だけでは結論が出せない領域を「トランス・サイエンス」というのであ
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る。
 福島原子力発電所の関係者や政府は，どこまでこの「不確実性」を認識していたのか。
原子力発電所のような大規模な施設における「不確実性」を含んだ安全性やリスクを評価するための手
法としては，確率論的安全評価（PSA）および確率論的リスク評価（PRA）が採用されている。この，
PSA/PRA の手法はすでに米国では1970年代に採用され実施が義務付けられていた。日本においては，
「アクシデントマネジメント（AM）の整備や原子力発電所の安全性等について総合的に評価する定期安
全レビュー（PSR）の実施がされたが，これらにおいて PRA の実施はいずれも強い推奨であって，規制
的要求ではなかった。
従来の PSR で実効性がなかったこと，福島事故の教訓等を踏まえ，現在改訂作業中。
」以上「諸外国の PRA 活用状況｣(21)経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力の自主的安全性
向上に関する WG 第 3 回会合資料 4 による
以上のように，米国では1970年代に既に原子力技術における「不確実性」の認識があり，その結果，
TMI 事故の発生を，予測していたことから。TMI 事故以降，急速に原子力技術における「不確実性」へ
の対処が，政府と民間の双方で進んだ。その過程で，福島第一原発と同型の GE 社製 Mark I 型を含むい
くつかの原子炉で，地震被害により付帯設備（非常用ディーゼル発電機，貯水タンクなど）の故障が起き
て，高確率で冷却機能不全が起こると警告する（NUREG1150）が作成された。その時，指摘され
PEACH BOTTOM 原子力発電所は，2033年までの認可を得て，今も稼働している。因みに，PEACH
BOTTOM 原子力発電所のホームページには，PEACH BOTTOM で原子炉に中心的な損害を引き起こす
のに十分激しい地震の危険性の原子力規制委員会の推定として NRC 調査の値が掲載されている。
平成19年の旧原子力安全委員会の PRA のプランを，もし，日本でも米国のように実施していたら，全
ての冷却装置が停止する可能性を起こり得るリスクとしてマネジメントできたのではないだろうか。また，
TMI 事故以降の周辺住民の健康調査に日本がもっと関心を持っていたら。福島第一原発事故後のプラン
も検討できていたのではないだろうか。
これは，山口氏の不確実性の定義の「複雑性」にあたると考えられる。以下にその意味の解説を引用す
る。
「『複雑性』には，2 つの意味があり，ダメージの因果関係が特定できない状態と，特定できても非線形
であり解けない状態を示す。前者の場合は，モデルの不確実性と分類できる。後者の場合は，非線形モデ
ルが正しく示された場合は，予測者の能力による，すなわち知見の不足がソースとなる数量の不確実性と
分類でき，解ける形に置き換えられる場合は，モデルの不確実性に分類できる。」(7)
また，この事故では想定外という言葉も多く聞かれた。これは，山口氏の不確実性の定義の「無知との
境界」にあたると考えられる。以下にその意味の解説を引用する。
「『無知との境界』は，有識の領域と無知の領域を次元にもつ。科学的知見がある場合とない場合とし
て，不確実性の起源を区分する見地である。無知の領域では，予測者の目的，価値観に依存した決定や判
断が行われ，それがこの領域での不確実性のソースとなるため，この見地は，決定の不確実性が大きい場
合に役に立つ。」(7)
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. 結論
起こってしまった事故を前にして，その状況を判断する時，その時点で分かっている情報を元に判断す
るしかない。放射能をもつ放射性物質による被曝は，自然の状態でも存在する。しかし，原発から大量に
漏れてしまった放射性物質がそこで生活する人間にどのように作用するかは分かっていない。確率的に推
測するにも，同じ条件で十分な時間と十分なサンプル数を元にした統計データを入手することはできない
からだ。また，Weinberg 氏の考察にあるように原子力発電所のような複雑で大規模な施設においては，
多くの危険性を洗い出している。しかし，それらを全て設計の段階で調査することは時間的にも費用的に
も困難である。そこで，設計時点で分かっている情報により安全性を計算してしまう。そこに，「不確実
性」が残ってしまう。だが，その「不確実性」に違いが生じるのは，それを意識して認識の共有を行うか
どうかではないだろうか。
人類はギャンブラの道具であった確率論から美しい正規分布と言う概念を得て，予測という能力を手に
入れた。そして，今度は正規分布の通用しないより不確実性の高い領域に挑戦しようといている。今，既
に我々の文明が「真の不確実性」を帯びてしまっている状況を，積極的に認識し公開の場で検討する事で，
リスクとして受け入れることができるのではないだろうか。
最初に書いたようにリスクには「勇気をもって試みる」という意味がある。「勇気をもって試みる」に
は，やはり準備が必要なのではないだろうか。
. 不確実であることを意識しない弊害
確率的なリスクの解釈をせずに，情報を受け取った場合，実際は些細なことが非常に致命的に思えた
り，実際にはとても耐えられない状況を許容可能と思えたりしてしまう。
例えば，「トランス・サイエンス」の領域の一つと言われている，英国に端を発した BSE 問題におい
て最初に感染牛が発見された 2 年後の1988年英国政府は専門家委員会を発足し今後の状況を予測させ
た。そして翌年，委員会からの報告を受けた。その報告書は，未知なる状況に対して科学的知識が極めて
不確実な状況で，社会的状況を考えての危機感のない予測としたため，委員会は用心深くこの報告書に，
もし誤っていた場合結果は大変深刻なものとなるという留保を書き加えたそうである。しかし，行政関係
者や政治家はその留保を無視して，1990年 5 月には，ジョン・ガンマー農業大臣が娘と共にメディアの
前でビーフバーガーを食べて牛肉の安全性をアピールしてみせた。その際「この問題に取り組んでいる科
学者が牛肉の安全性を保証している。」と断言したといわれている。この英国政府の行動により世界的に
それまでの科学への信頼が地に落ちたといわれている。この時，この問題に対して，科学者の知識が不十
分で「不確実性」を伴う情報源となっている事を明記するべきであったという批判が出ている(22)。
. 不確実を確率的に分析することのメリット
米国の PRA 声明では，PRA の手法を用いることにより膨れ上がった対策の有効性を改善できたとし
ている。
この声明での不確実性の認識
「決定論的及び確率論的手法の不確実さと限界
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不確実さの取扱いは，規制の意思決定上重要な事項である。不確実さは如何なる規制手法でも存在する
し，不確実さは知識には限界があるということに依拠する。
不確実さ及び限界は，決定論的手法を展開している間にも存在していた。そして前提を置き希望的観測
で保守的と想定される規制要件を課すことによって，これらの限界を何とか融通する試みが行われた。確
率論的手法はこれらの限界を明らかにし，規制プロセスに採り入れるために，その重要性を評価し，戦略
を策定するのを手助けする枠組みを提供した。」
（米国の PRA 活用政策声明(23)より）。
上記の内容は，保守的な決定論的な規制では，不確実な状況を大きくとらえすぎてしまい。効率のよい
規制とはならなかった。しかし，PRA による手法により決定論的な手法より限界を明らかにしたより効
率のよい規制が行われたとしている。
. 今後の研究の目的
このような非常に困難な問題で，「専門家だけでは答えがでない」のであれば，どうすればよいのだろ
うか。その一つの答えを提言するために，2013/6/27に日本学術会議社会学委員会東日本大震災の被害構
造と日本社会の再建の道を探る分科会により「原発災害からの回復と復興のために必要な課題と取り組み
態勢についての提言｣(24)が行われた。その中で「社会学分野の多様な研究成果の蓄積から，多数の課題が
析出されるが，本提言は，それらの多数の課題のうちから，特に緊急な対処が必要と考えられる，◯科学
の信頼回復と科学的検討の場の改善，◯被災者住民の状況把握と意見把握の方法の改善，◯長期避難状況
下での住民と行政の関係の改善という三点に絞って，現状分析と提言を行う。」(24)という内容が見られた。
実は，Alvin M. Weinberg 氏も上記の論文の最後に「We in the technological and scientiˆc community
value our republic and its workings. But when what we do transcends science and when it impinges on the
public, we have no choice but to welcome the public-even encourage the public-to participate in the
debate.｣(19)と，科学者および行政の集団に一般市民が参加することを薦めている。つまり，「真の不確実
性」にたいする一つの答えが，あらたな一般市民も参加したコミュニティの形成であり，それに関して
Web 上の SNS なども社会における科学資産となりうるのではないだろうか。一般市民が「不確実性」に
正しい理解を示す事で，政府も企業も安心して「不確実性」に対して「勇気をもって試みる」ことが可能
となり。また，多くの人間が共通の認識を持つ事により社会全体の「不確実性」に対する感度がよりよい
方向に向くのではないだろうか。そして，そのためにはビジュアルなツールが効力を発揮すると考えられ
る。
すでに，原発の安全性確認には，PSA/PRA のフォールトツリー解析（FTA: Fault Tree Analysis），イ
ベントツリー解析（ETA: Event Tree Analysis）がある。
また，Web 上の記事をテキストマイニングすることで，情報を ER 図や UML ツールのチャートなど
に変換できると考えている。
上記の分析で分かった「曖昧性」と「不一致」の不確実性については，その情報の根拠となる前提条件
や他の情報との関連を明記することで改善できると考えている。
「複雑性」については，まさにコンピュータならではの表現手法を試してみたい，例えば多次元のチャー
トやそれらの動的なシミュレーションなどが考えられる。
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「無知との境界」については，SNS などにより多くの提案を募集することも考えられる。NHK 放送文
化研究所の調査では残念ながら SNS でのこのような利用はまだ少ないとされている。
しかし，担当の専門家以外の参加は社会全体の「不確実性」に対する感度がよくなるだけでなく社会全
体の信頼にもつながる。
「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査｣(25)が2012年に実施された。
これは，政府が主催する日本で初めての「討論型世論調査」と言う形態で過去のパブリックコメント，
意見聴取会と大いに異なる。また，討論型世論調査の商標登録をしている米国スタンフォード大学の理解
と協力を得て実施ということで，政府の意欲が伺える内容となった。その報告書を見ると，事前のアン
ケート調査があったにも関わらず，資料に偏りがあったことが指摘されている。しかし，その内容は全員
の発言から最終アンケートまですべて，Web 上で公開されている。このデータを基に「複雑性」や「無
知との境界」の改善策を検討し SNS を立ち上げてその成果を問う計画も考えている。
このように，今回考察した不確定性の領域を，IT 技術を活用して(26)(27)，ビジュル化してより分かり
やすくする研究を行っていこうと考えている。
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